
財務省東北財務局秋田財務事務所

令 和 ８ 年 ７ 月 １ ６ 日

　秋田財務事務所では、県や市町村などが学校、病院、上・下水道、社会
福祉施設等の建設資金等を必要とする場合に、「財政融資資金」（注）の
貸付けを行い、地域住民の方々の生活環境等の向上に役立てていただいて
おります。

　今般、令和７年度貸付実績額及び令和７年度末貸付残高を別添のとおり
取りまとめましたので、公表いたします。

（注）財政融資資金とは、国債（財投債）の発行を通じて金融市場から調達した資金

      等です。

　別添１　財政融資資金地方資金貸付実績額
　別添２　財政融資資金地方資金貸付残高
　別添３　地方公共団体別の貸付実績額・残高
　別添４　事業区分別の主な用途
　別添５　財政融資資金を活用した事業例

※ 各表において、単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。

秋田県内地方公共団体への財政融資資金地方資金の貸付状況について
（令和７年度）

照会先

財務省東北財務局秋田財務事務所財務課

電話：018-862-4192 (内線130)

報道発表



別添１

（単位：億円）
令和５年度

290 434 144 49.4% 403 ▲ 31 ▲ 7.2%
2,842 2,899 57 2.0% 2,623 ▲ 276 ▲ 9.5%

28,256 28,604 347 1.2% 27,036 ▲ 1,568 ▲ 5.5%

【過去３か年の推移】

【用途別】

令和７年度

東　北

財政融資資金地方資金貸付実績額

〇　令和７年度における秋田県内の地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付実績額は、
　４０３億円となり、前年度に比べて３１億円減少（▲７．２％）しています。
     減少の要因は、「臨時財政対策債」等が減少したことによるものです。
〇　用途別では、「辺地・過疎」が１２９億円（構成割合３２．０％）と最も多く、次いで「国土保全
　災害復旧」が１２０億円(２９．８％)、「公共事業等」が８０億円（２０．０％）となっています。
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全　国
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令和６年度
前年度比

290億円

434億円
403億円

0

100

200

300

400

500

令和５年度 令和６年度 令和７年度

（億円）

生活環境

整備

37億円
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別添２

（参考）対全国比 2.1% 1.3% 2.0% 1.3% 2.0% 1.3%

【過去３か年の推移】 【用途別】

▲ 10,131 ▲ 2.5 294,993 380,541全　国 291,202 402,007 292,823 391,876 ▲ 11,335 ▲ 2.9

▲ 3.4 40,590 39,108 ▲ 1,660 ▲ 4.1

4,788 ▲ 139 ▲ 2.8

東　北 40,525 42,223 40,482 40,768 ▲ 1,455

▲ 140 ▲ 2.8秋田県 6,026 5,066 5,944

金　額 増減額 増減率

5,9564,926

財政融資資金地方資金貸付残高

〇　令和７年度末における財政融資資金地方資金の貸付残高は、４,７８８億円となり、前年度末に比べて
　１３９億円減少（▲２.８％）しています。
　　 減少の要因は、過去の貸付金の回収額（５４１億円）が新規貸付額（４０３億円）を上回ったことに
　よるものです。
〇　用途別では、「生活環境整備」が１,１３７億円（構成割合２３．７％）と最も多く、次いで、「臨時財
　政対策債」が１,１０２億円(２３.０％)、「辺地・過疎」が９１３億円(１９.１％)の順になっています。

(単位：件、億円、％)

区  分
令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末対前年度比 対前年度比

件　数 金　額 増減額 増減率件　数金　額 件　数

秋田県

5,840億
円

5,066億円 4,926億円 4,788億円

6,026件 5,944件 5,956件
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（億円、件）

生活環境整備

1,137億円

23.7%

臨時財政対策債

1,102億円

23.0%辺地・過疎

913億円

19.1%

公共事業等

755億円

15.8%

国土保全

災害復旧

483億円

10.1%

文教施設

98億円

2.0%

厚生福祉施設

90億円

1.9%

住宅

75億円

1.6%

道路

48億円

1.0%

運輸通信

18億円

0.4%

地域開発

15億円

0.3%

農林漁業

9億円

0.2%

産業・技術

0億円

0.0%

その他

45億円

0.9％



別添３

財政融資資金地方資金貸付実績額(令和7年度）

金額 金額 金額
億円 億円 億円

都道府県 町及び村 一部事務組合等
秋田県 160 小坂町 1

市 上小阿仁村 2
秋田市 32 藤里町 3
大館市 11 三種町 18
鹿角市 11 八峰町 6
由利本荘市 15 五城目町 5
大仙市 17 八郎潟町 2
仙北市 10 井川町 2
湯沢市 15 大潟村 1
潟上市 2 美郷町 10
横手市 24 羽後町 4
北秋田市 12 東成瀬村 4
男鹿市 10
能代市 19
にかほ市 8

秋田県合計 403
東北計 2,623
全国計 27,036

財政融資資金地方資金貸付残高(令和8年3月末現在)

件数 金額 件数 金額 件数 金額
件 億円 件 億円 件 億円

都道府県 町及び村 一部事務組合等
秋田県 217 1,167 小坂町 199 45 鹿角広域行政組合 7 4

市 上小阿仁村 76 21 湯沢雄勝広域市町村圏組合 5 2
秋田市 461 705 藤里町 95 36
大館市 341 232 三種町 214 77
鹿角市 238 130 八峰町 163 58
由利本荘市 437 314 五城目町 223 61
大仙市 455 297 八郎潟町 101 18
仙北市 349 188 井川町 102 18
湯沢市 248 176 大潟村 93 25
潟上市 173 79 美郷町 133 67
横手市 456 318 羽後町 130 58
北秋田市 285 187 東成瀬村 83 43
男鹿市 245 114
能代市 247 261
にかほ市 180 86

秋田県合計 5,956 4,788
東北計 40,590 39,108
全国計 294,993 380,541

（注）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

地方公共団体別の貸付実績額・残高

団体名 団体名 団体名

団体名 団体名 団体名



別添４

事業区分

生活環境整備

辺地・過疎

国土保全災害復旧

厚生福祉施設

道路

農林漁業

地域開発

文教施設

運輸通信

住宅

産業・技術

臨時財政対策債

公共事業等

・公営住宅の整備

事業区分別の主な用途

主な用途

・配水管や浄水場・ポンプ場などの上水道施設の整備
・下水道管・終末処理場などの下水道施設の整備
・ごみ・し尿処理施設などの一般廃棄物処理施設の整備

・辺地地域における生活文化水準向上を図る施設等の整備
・過疎団体が行う、地域の自立促進や住民の生活に資する施設整備、並びにソフト事業

・被災した公用・公共用施設の復旧、インフラの整備

・病院や厚生福祉施設の整備

・道路の整備

・農林漁業施設の整備

・臨海部土地造成等の整備、土地区画整理等の都市開発の整備

・公立の義務教育施設整備等

・鉄道等の整備

・産業経済施設の整備

・地方の財源不足に対処するため、地方財政法第５条（地方債の制限）の特例として
 発行される地方債。元利償還金相当額については、その全額が、後年度の地方交付税
 の基準財政需要額に算入される。

・各種災害関連事業、農業農村整備事業 等



別添５ 

財政融資資金を活用した事業例 

子ども子育て支援拠点整備事業 

（美郷町） 

乳幼児から小学生までを対象とし

た屋内遊戯エリアを設置したほか、

子育て相談に対応するなど、安心し

て楽しく子育てができる環境の充実

を図るため、一般補助施設整備等

事業を活用し建設した。 

令和８年７月 23 日にオープン予

定。 

十和田図書館更新事業 

（鹿角市） 

老朽化や耐震性の問題を解

決するとともに、読書活動を推

進し、市民が自ら学び行動でき

る拠点を整備するため、過疎対

策事業を活用し建設した。 

薬師山スキー場設備更新事業

（北秋田市） 

国道沿いに位置する交通の利

便性の高さから、一般スキーヤー

やスポーツクラブ等のナイター利

用が増加している。 

施設の長寿命化を図り、安全な

ナイタースキーの環境を作るた

め、過疎対策事業を活用し照明設

備を更新した。 


